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全国に先駆け、現在の建設業界をより魅力あるもの、そして希望の持てる業界にしていくこ

とを目的に、四国地方整備局と一般社団法人建設コンサルタンツ協会とが若手技術者を対象と

した交流会を開催した。今後、本交流会を通して得られた知識や共有された情報をそれぞれの

職場に持ち帰り、それぞれの立場で職場環境の改善や技術力向上等に活かしていく。 
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1. はじめに 

近年の建設業を取り巻く情勢は、日本社会が抱える

少子高齢化の社会構造と同様に、高齢化が進行している

（図－1）。年齢階層別の建設技能者数で見てみると、

６０歳以上の技能者は全体の約４分の１の約２５％を占

めており、１０年後にはその大半が引退することが見込

まれる。一方、これからの建設業を支える２９歳以下の

割合は全体の約１０％程度であり、このまま１０年、２

０年後を迎えることに、若手技術者の皆が危機感を持っ

ている。 
 

 

出典：総務省「労働力調査」（H30年平均をもとに国交省作成） 

図-1．年齢階層別の建設技能者数 

 
このような状況である今だからこそ、今まで取り組

まれて来なかった発注者と受注者の垣根を超えた取り組

みが重要であり、将来を担うこととなる若手の我々が行

動を起こすことに大きな意味を持つと考えている。 
本稿では、四国地方整備局の取り組みや、一般社団

法人建設コンサルタンツ協会との交流会の内容を紹介し、

同じ業界で働く若者が、働き方・働きがい等を見いだし

ていく参考になればと考えている。 
 

2. 業界を取り巻く現状と課題 

１）建設業の労働者数 

 建設業許可業者数と建設業に従事する就業者数との推

移（図－2）を見ると、就業者数では平成９年度（1997
年）を境に、許可業者数では平成１１年度（1999年）を

境に下降が続き、平成２９年度末には、それぞれピーク

時の２７％、２３％程度減少している。 

 
出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」 

総務省「労働力調査」 

図-2．建設業者数と就業者数の推移 

 
特に四国においては、人口減少の始まりが全国より

約２５年も早く、平成３０年の人口減少率においても全

国の約５倍となるなど人口減少に歯止めがかからず、老

年人口の割合増加も全国より約１０年早いペースで進行

していることから、少子・高齢化の先進地と言われるほ

どであり、さらに厳しい状況であると考える。 
 
２）労働時間と若手離職者の増加 
 建設業における年間の実労働時間を他産業と比較する

と、平成２９年度末時点で３００時間以上（約２割）長

い結果となっている。（図―3） 
 建設コンサルタント業も同様の状況であり、建設コン

サルタンツ協会が平成２９年に実施した協会内アンケー

82.9万人（約25%） （年齢階層） 

（万人） 

36.5万人（約10%） 



ト調査によると、厚生労働統計データの調査産業平均値

の２．７倍近い残業時間となっている。（図－4） 
平成３１年４月１日から施行となった改正労働法に

より罰則付き時間外労働規制が設けられたが、特にコン

サルタント業は適用に猶予が無いことから早急に改善が

求められる。 

 
出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに国交省作成 

図-3．建設業の年間実労働時間 
 

 
出典：「平成30年度建設コンサルタント白書」より作成 

図-4．建コン時間外労働時間 

また、このようなハードワークの影響か、建設コンサ

ルタント業においても年々離職者が増加傾向にあり、年

齢別内訳を見ると、特に若年層の離職者が占める割合が

増加している。（図－5） 

 
出典：「平成30年度建設コンサルタント白書」より作成 

図-5．離職者の年齢比率 

3. 四国地方整備局の取り組み 

これらの状況を踏まえ、四国地方整備局は「地域の

守り手確保のために地域建設業の存続を目指して」をキ

ャッチフレーズに、更なる「働き方改革」を推進すべく、

各種施策を展開しており、今年度から新たに開始した主

な取り組みを紹介する。 
 
１）担い手確保の取り組み 
①若手・シニアの登用促進 
 価格以外の技術的要素を重視する総合評価落札方式に

おいて、工事では４０歳以下の担当技術者の配置を加点

評価したり、業務では管理補助技術者の取り組みに加え、

４５歳以下の監理技術者のみ参加可能とする業務を設け

る等、さらに若手技術者の登用・育成を促進する試行を

実施する。 
 また、建設シニアからの技術継承を促す施策として、

工事、業務ともに６０歳以上の担当技術者を配置した場

合に加点評価する評価手法について、分任官工事を対象

に試行を実施する。（図－５） 

図-5.H27～H29完了業務の管理（主任）技術者年齢分布 

 
②地域企業の新規参入 
 国発注の工事、業務の実績が少なく、新規参入が困難

な企業への受注機会を拡大するため、成績及び表彰を評

価せず、工事では同種工事実績や近隣地域の施工実績等

のみ、業務では同種業務実績や配置技術者の資格等によ

るものとし、直轄実績がある者との差をつけない評価方

法により、地域企業の新たな参入と活用促進を図る。 
 
③週休二日の推進 
 建設業最大の課題となっている休日の確保を進めるた

め、現在も本官工事における原則発注者指定方式による

週休二日の試行や週休二日実施時の単価割り増し補正等

を実施しているが、今年度はさらに分任官工事において

も「一般土木B」、「舗装A」、「鋼橋上部」、「PC」
を発注者指定方式として試行の拡大を図り、受注者希望

型でも重点モデル工事の対象件数を大幅に拡大し、対象

工事の約５割で週休二日を実現することを目標としてい

る。   

（時間外労働時間） 

（年度） 

（年度） 

（割合％） 

約 2.7 倍 



また、週休二日達成を行った施工者に対し、成績評

定通知時に「履行証明書」を交付し、次年度の総合評価

での加点評価を実施する。 
 
２）仕事の効率化の取り組み 
 業務の総合評価落札方式における技術提案書の作成・

審査に関し、競争参加者および発注者双方の負担軽減を

目的として、技術提案書の評価項目である「実施方針」

の記載を簡易なものにする簡易評価型業務の試行を実施

する。 
 また、工事においては、昨年１０月に「工事関係書類

の適正化指針（案）」をまとめ、真に必要な提出書類を

明確にし、受注者、発注者、監督支援業務担当者が同じ

認識を持てるよう共有を図っており、今年度は関係団体

を交えた検討ワーキンググループを開催し、策定後のフ

ォローアップを計画している。 
 加えて今年４月には、「設計変更ガイドライン」、

「土木工事施工条件明示の手引き」、「橋梁補修工事発

注に際しての留意点」の３つの要領を発出し、発注時や

設計変更時の条件を明確にすることで受発注者間の認識

の違いや担当者による判断のばらつきをなくし、業務の

改善にむけて取り組んでいる。 
 
３）生産性向上の取り組み 
 今後の働き方に大きく寄与すると考えられるICT施工

を拡大するため、四国地整発注の「ICT活用工事」にお

いて全面的な活用を行った監理技術者等に対し、成績評

定通知時に「ICT活用証明書」を交付し、次年度の総合

評価において配置予定技術者の加点評価を実施する。 

 

 その他、国、県、市町村、その他の関係機関と構成す

る四国地方公共工事品質確保推進協議会等における工事

施工時期の平準化の取り組みや、現在継続している施策

と合わせ、建設業の環境改善に向けて四国内の発注者全

体で共有しながら進められている。 

 

4. 若手交流会キックオフ 

１）建設コンサルタンツ協会の若手組織 
建設コンサルタンツ協会の若手組織は、平成２７年

４月に協会本部で発足され、現在、全国で１０団体が組

織されている。四国支部では平成２９年９月に「四国支

部若手の会（通称：志国若手の会）」として発足し、他

支部との交流会や、大学生等のリクルート活動を実施す

るなど、活動の場を展開させている。 
 
２）交流会の目的 
本交流会は、発注者・受注者の双方が、互いの状況

を把握し、建設業界を魅力あるものとしていくための実

現性の高い実効策を打ち出し、建設業界全体の底上げを

図ることを目的としている。 
 
３）交流会の開催 
平成３１年２月７日に、高松サンポート合同庁舎の

災害対策室にて、志国若手の会１７名、地整若手職員１

３名の計３０名が集り第１回目の交流会を開催した。 
冒頭に、志国若手の会リーダーの森實氏より、若手

の会の活動概要と交流会の目的や進め方について説明さ

れた。 
本交流会は、「①問題の抽出」、「②問題の整理と

原因の分析」、「③解決策の設定（まとめ）」の３つの

テーマにより、全３回の開催を予定している。（図―

６） 

 
      図-6．交流会のテーマ 

①グループ討議 
 初回では、「問題の抽出」をテーマとし、参加者３０

人を６人ずつの５班に分け、各班に大判用紙を配布し、

考えたこと思いついたことを自由に整理していく方法で

進められ、主な意見として下記の８つが挙げられた。 
・勤務時間について（超勤、有給） 
・職員について（人数、個人スキルの差） 
・将来について（家族、仕事のスキル） 
・利害関係者との付き合い方 
・作業負担の軽減 
・独身と結婚後の働き方の変化 
・受発注者への要望 
・技術力向上の取り組み 等 

意見の集約には、各班とも、ほとんどが初めての顔

合わせであったが、グループ討議に入ると自己や相手の

状況を引き出し、働く上での「理想」と「現実」とに整

理しながら、勤務時間や作業負担、人員確保の難しさや

将来への不安や希望などについて、活発に意見交換が行

われた。 

 
      写真-1.グループ討議の状況 



 

      写真-2.グループ意見抽出状況 

 

②グループ発表 
 グループ討議で話し合われた内容をもとに、各班で決

定した次回からの議題を発表した。各班の討議内容から、

全員が漠然と感じていた「理想」と「現実」のギャップ

が明確に整理された。各班の発表で特徴的だったのは、

受注者発注者とも問題点と改善したいと感じている内容

は同様のものが多く、問題の抽出段階で意識の違いはほ

とんどないことであった。（図－6） 
 

       図-6.各班の討議内容 
 
第１回目の交流会を総括すると、発注者、受注者の立場

の違いはあるが、本稿の冒頭で説明した建設業界が抱え

ている課題を参加者全員が感じており、魅力有る建設業

界にしていく為に、何かしらのアクションを起こす必要

があるという思いを持っていることであった。 

 

写真-3.グループ発表状況 
 

③次会交流会 

本稿では、平成３１年２月７日に開催された、１回

目の交流会の状況（問題点の共有と今後討議するべき議

題の抽出）の紹介となるが、２回目以降は、今回抽出し

た問題点の要因分析と、その解決策を検討していくこと

を予定している。今後の討議では、それぞれの立場や経

験を活かした幅広い提案が期待される。働き方改革を進

めるため、全国的にも、また各地方でも様々な取り組み

が推進されており、その現状も踏まえながら議題を絞り

込んで討議を進めることで解決策の立案に繋げられるの

ではと考えている。 

２回目は、令和元年６月１９日に新しいメンバーも

加わり、開催を予定している。 

 

5. まとめと今後の展開 

これまでも、時代の変化に伴い、働く環境は変化し

てきたが、今また一つの変革期にあると言える。高度経

済成長期とは異なる、一億総活躍社会を目指す社会情勢

の中で、年齢男女の別に関係なく、個々のライフスタイ

ルを尊重しながら働くことができる環境づくりが望まれ

る。 
現在各地で試行が進められるICTの活用により、今後、

働き方自体が大きく変化していくことが予想される。今

はまさにその過渡期であり、新しい時代に向け、業界が

より活力と魅力のある職場として発展できるよう、業界

全体で取り組んでいかなければならない時代にきている。 
本交流会が、短期的に効果を発現する施策立案のみ

ならず、今後の労働力減少に対し根本的な底上げを可能

にする、BIM／CIM等に代表する最新技術を共に学べる

ような場としても発展できればと考える。 


